




本稿 は,私 が ドイ ツ留学 中の1995年に実施 したア ンケー ト調査 を もとに し
I)
て作成 した ものであ る。 ア ンケー ト項 目に関 して は,論 文 末 に記載 した。 こ
こで設定 され た各質問 を,マ ネジメン トプロセ スに よって分類 すれ ば,図 表
2)
1の よ う に な る 。な お,こ の ア ン ケ ー トは,Augsburg大学 教 授A .G℃oenen-
berg(以下,C教 授)が1992年 に 行 っ た ア ン ケ ー トに 準 拠 して 実 施 した もの
3)
であ る。 ちなみ に,C教 授 の行 ったア ンケー トによる調査 は,ア ンケー ト依
頼 会社1,167社中513社が回答 し(回 収率44%),その 内有効 な回答 数 は483社
(有効 回収 率41.8%)であ る。一方,私 が行 った ア ンケー トは依頼会 社160社で
あ り,在 ドイツ 日系非製造業(A)・ 同製造業(B)・ ドイツ企業(D)と い
う,3つ の グルー プに分類 してデー タを集計 した。有効 な回答 を示 した企業
は,Aが73社,Bが13社,Dが16社 であ る。
この集計企業 全て を含 めた データの結果 に関 しては,設 問の中か ら特 に重
4)
要 な 項 目 に 絞 っ て 比 較 ・分 析 を 行 い,既 に 論 文 と し て 発 表 し て い る 。 本 稿 で
!)拙 稿 「在 ドイ ツ 日系企 業及 び ドイ ツ企 業 の 環 境 保 全 一経 営 会 計 的 視 点 を 中心 とした ア
ン ケー ト分 析 一」 『産 業 経 理 』Vol.56No.1,1996,PP・44～45。
2)同 稿,p.46。
3)本 稿 のA.G.Coenenberg教授 の ア ン ケー ト結 果 に関 して は,拙 稿 「企 業 政 策 と環 境
保 全 一A.G.Coenenbergのア ン ケー トを 中心 と して一 」神 奈 川 大 学 経 営 学 部 『国 際 経 営
論集 』Nc].10(1996.3)pp.51～74を参 照 の こ と。
4)前 掲 の拙 稿 「在 ドイ ツ 日系 企 業 及 び ドイ ツ企 業 の 環 境 保 全 … 経 営 会 計 的 視 点 を中 心 と
した ア ンケ ー ト分 析 一一」 を指 す。
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は,A・B・D全 体 のア ンケー ト結果 の中か ら両 国製造業 に限定 した デー タ
を集計 し,全 体 と製造 業,そ して製造業 にお ける日系及 び ドイツ企 業,そ れ
ぞれの比較 を行 ってい る。具体 的 には,Dの16社 の中か ら13社を ピックア ッ
らラ
ブ し,こ れ とBの13社 を比較 ・分析 す る とい う形 を とった。
意思決定









環境保全の問題 は近年,各 方面において強い関心 を集めている。公の場で
活発な討議がなされ,環 境関連の法律の施行やその範囲の拡大が見 られるよ
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うになった。 また,消 費者や公衆が環境保全 に対 して敏感 に反応するように
なってきている。こういった傾向に企業の意思決定が どの程度影響 され るか
を確かめるために設定 したのが,設 問1で ある。 この設問に対 し,集 計企業
全てを総合 したアンケー ト結果では,回 答企業の48%が 「非常 に強 く」ある
いは 「強 く」作用 される,と 回答 している。すなわち,約 半数の企業が,環
境保全問題は企業の意思決定 に影響 を及ぼす と考えているわけである。それ
では,こ れを日独製造業 に限って比較 した場合は,ど のような結果 となるだ
ろうか(図 表2参 照)。
「非常 に強 く」あるいは 「強 く」影響を受けると回答 した企業 は,日 本企業
で約70%,ドイツ企業では約85%に達 した。 また,こ れ らに 「普通」 という
回答 も含める と,日独共 に100%となる。このように,程 度の差 こそあれ,環
境保全問題は日独いずれの製造業 にとっても意思決定に強い影響 を与 えてい
る。 また,集 計企業全体 との比較では,製 造業の方が強 く影響 されている。
2.環 境保 全が 目標 システム に もた らす効果
環境保全対策が企業の経営 目標に与 える影響 は,企 業がその目標 を計画す
る過程 において考慮 される。設問5は,企 業において極 めて重要 と思われる
日独製造企業における環境保全3
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目標 をい くつか設問中に提示 し,環 境保全が企業にどのような影響 を与 える
かを調査するために設定 した。
この設問に対する集計企業全体のアンケー ト結果では,42%の企業が環境
保全対策の実施 は"競 争力の強化"に 「促進的効果がある」 と見ている。そ
れに対 して,"利益獲得"と いう目標 に対 しては,72%が「互 いに妨害 し合 う
関係 にある」 と感 じていることも明らかになった。 これは,期 間的な観点の
差 によるものと考 えられる。すなわち,長 期的には環境保全によって得 られ
る利益上昇潜在能力が重視 されるが,短 期的には環境保全による原価負担が
利益獲得に悪影響 を及ぼす要因 となる,と い うことである。
この点について,日 独製造業 に限定 した結果ではどうだろうか(図 表3参
照)。"競争力の増大"に関 しては,日 本製造企業の61.5%,ドイツ製造企業で
は69.2%が「促進的効果がある」と回答 している。 このように,製 造業では集
計企業全体 よりも競争力増大に良い影響を及ぼす と見 る傾向が強い。"利益獲
得"に関 しては,日 本製造企業の半数以上,ド イツ製造企業で も約4割 が「互
いに妨害 し合 う関係 にある」 と回答 している。 この回答結果からすれば,製
造業 において も環境保全は"利 益獲得"と いう目標 と相反するもの と考 えて
いる企業が多い。だがその一方で,日 独両方の46.1%が"利益獲得"に 「促進
的効果がある」 と回答 している。つまり,製造業では環境保全の実施 は利益
獲得 に有利 に働 く,と考えている企業 も多いのである。
"原価低減"と いう目標 との関連では,集計企業全体の79%が「なん ら効果
を及 ぼさない」 と回答 している。 この回答 は,環 境保全対策が事実上の原価
上昇を導 くと見ていると解釈できる。一方,日 独製造業 に限定 した同答で も,
「効果がない」とす る企業が日独共に77%となってお り,こ の目標 に関 しては
集計企業全体 と同様の傾向にある。
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3.意 思決定 レベルでの エ コロジ0指 向性
環境保全対策は,前 述のような企業の目標設定 ・達成の段階だけでな く,
企業活動の全ての段階で充分 な考慮が払われるべ きものである。 このことか
ら,以 下においては付加価値サイクル を前提 とした環境保全の議論 を展開す
ることとす る(図表4参 照)。これ は,従 来の付加価値連鎖 と異な り,処理 と
リサイクルの分野 も含んだ ものである。 この連鎖で挙 げられた各項 目に対 し
て,企 業が環境保全 をどの程度考慮 しているかを調査するために設定 したの
が設問6で ある。その回答結果 について,以 下 に比較 ・分析 してい くことと
する。
"廃棄物処分"に関 して
,集 計企業全体の回答結果では,今 日で も既 に多 く
の企業が環境保全の観点 を考慮 していることが明 らかになった(35%が 「完
全に」,36%が「ほぼ全面的に」考慮する と回答)。近年では廃棄物処理をと
りまく状況 は厳 しいもの となってお り,そ れが この ような結果 として反映 さ
れた と考 えられる。 この結果 と日独製造業に限定 した もの とを比較 した場合,
図表4:付 加価値連鎖
経 営 管 理
マーケティング
コントローリング
人 事 管 理










購 買 日本 23.146.115.40.07.77.7
ドイ ツ 23.130.77.77.715.415.4




処 理 日本 38.553.87.70.00.00.0
ドイ ツ 61.523.10.00.07.77.7




人 事 日本 15.453.87.70.07.715.4
ドイ ツ 38.430.80.015.47.77.7
マ ー ケ 日本 15.453.815.40.07.77.7
テ イ ン グ ドイ ツ 38.423.115.40.07.715.4
コン トm 日本 7.753.815.40.07.715.4
リング ドイ ツ 38.415.40.07.723.115.4
日本 企業で は約38%が 「完全 に」,約54%が 「広範 囲に」考慮 す る と回答 した
(図表5参 照)。 これ らの回答 の合計 は,9割 を越 えている。一方,ド イツ企
業で も約62%が 「完全 に」,約23%が 「広範囲 に」考慮す る としてお り,こ れ
らの合計 も8割 を越 えてい る。
この よ うに,"廃 棄物処 理"に関 して製造業 で は,多 くの企業が環境保全 の
観点 を考慮 してお り,そ の傾 向は全体 よ りも強 い。 この ことにつ いては,製
造業 で は廃棄物 の処 理 に際 して よ り的確 な対応 を必 要 とし,か つ それ を実行
してい る とい う理 由が挙 げ られ る。また,製 造業 にお ける日独比較 で は,「完
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全 に」考慮 す る と回答 した企業 の割合 は ドイツ企業 の方が高率で あった。 こ
の原 因 として は,法 的規制 や消費者 の意識の違 い といった,両 国の環境 の違
いが一 つの理由 として考 えられ る。
"コン トロー リング"に 関 して,環 境保全観点 を 「完 全 に考慮 す る」と回答
した企業 は,集 計企 業全体 の 回答 で はわずか16%にす ぎない。ただ し,「全 く
考慮 していない」 とした企業 も,11%のみだ った。つ ま り,後 者 の回答 を除
く89%の企業 が,"コ ン トロー リング"は 少 な くとも 「長期的 な視点 で は実施
すべ き事項 」で ある,と 考 えてい るのであ る。 これ と,日 独製造業 に限定 し
た もの とを比較 した場 合 は どうだ ろうか。
日本企業 では,「完全 に考慮」 が約8%,「 全 く考慮 せず」 も同 じ く約8%
で あ る。一 方,ド イ ツ企 業で は,「完 全 に考慮」が約38%,「全 く考慮せ ず」
は約23%だ った。 この結果 か ら,環 境問題 をコン トmリ ング とい う会計 的
な分 野 に組 み入 れ るこ とに関 して,日 本企業 で は環境保 全 を 「完全 に考慮」
すべ きと考 えてい る企業 は少 ない ものの,大 部分 の企業 にお いてなん らかの
形で考 慮 してい るこ とが明 らか になった。一方 ドイ ツ企業 で は,「完全 に考慮
す る」 としてい る企業 も多 いが,「全 く考慮 しない」 とす る企業 もまた多 い。
設 問全 般 において,ド イ ツ企業 は環境 問題 を考慮 ・実施 す る と回答す る場合
が多 いのだが,こ の設 問に関 して は 「全 く考慮 しない」 とい う回答が比 較的
多い とい う,意 外 な結果 とな ってい る。
企業 の"研 究 ・開発部門"は,企 業内のみ な らず,今 後数年 にわた る社会
全体 の技術 レベル に寄与 す る存在 であ る。 よって,こ の部門 で も環境保 全 を
考慮 した活動 が望 まれ るのだが,集 計企業全体 で は11%が「全 く考慮 しない」
と回答 してい る。 これ と,日 独製造業 に限定 した もの とを比較 した場 合 は ど
うだ ろうか。
日本企業 で は約23%が 「完全 に」,約38%が 「広範囲 に」考慮 す る,と して
い る。 「全 く考慮 しない」 とい う回答 はわず か約8%に す ぎない。一 方,ド イ




は,ド イツ企業の方が この部門における環境保全の必要性を感 じている企業
が多い,と いうことがわかる。
4.環境保全事項の実施
環境保全 を効果的に実施するためには,個 人 ・企業 ・地方自治体 ・国家 と
いった各階層 ごとに,環 境保全に対す る適切な意思決定 を行 うべきである。
以下では,本 アンケー トの重点に基づ き,廃 棄物処理 に関する付加価値ステ
ップ(図 表4参 照)に おける特に重要な項 目について解説 している。廃棄物
処理の厳格化に関する状況 と,周 囲に存在する影響要因に対する企業の考慮
の度合 を調査するために設定 したのが設問3で ある。 これに対する集計企業
全体の回答によると,有効回答総数の7割 以上の企業が,「廃棄物処理を厳格
に行 っている」 と回答 している。 この結果 について,市 町村等の廃棄物処理
規制が厳 しくな り,適正な廃棄物処理 を実施 していることの証明が難 しくな
ってきているということが,一 つの原因 として考えられる。
この ような企業 を取 り巻 く周囲の状況に関 して,注 目してお くべ きと思わ
れる事例を挙げてお こう。すなわち,詳 細な法的規制が過去数年の間に,主





設備の収容能力」 という制約が,重 要な要素 として存在 している。
設問4に 対するアンケー ト結果によれば,廃 棄物処理 コス トが総製造原価












処理設備のt路 ドイ ツ 23.1 7.7 Q
地方廃棄物処理 日本 30.8 38.4 7
条例の強化 ドイ ツ 30.7 15.4 23
秩序づけられた 日本 i 15.4 15
処理証明 ドイ ツ 46.1 15.4 7
法令の強化 日本 30.7 23.1 7
ドイ ツ 15.4 o.o 38
お役所 との 日本 15.4 23.1 15
トラ ブ ル ドイ ツ 7.7 o.o 23
廃棄物の増加 日本 23.1 15.4 15
ドイ ツ 23.E o.o 7



































また,回 答の あった企業 の大 多数 が0～5%の 範囲 内であ った。 この点 につ い
て,日 独製造 業 に限定 した回答 では どうだ ろうか。回答企業 の中で6～10%と
したの は ドイツ企業 の1社 に過 ぎず,残 りは 日独全 て0～5%で あ った。 そ し
て,残 念 な ことだが,製 造業 であ るに も関わ らず,日 独共 に未 回答 が約7割
に及 んだ。
また,同 じ く 「廃棄物処理 に要 す るコス トが高額 であ るため,全 面的 な リ
サイ クル戦略が経済的 に も有利 であ る」 とい う設問 に対 して,日 本 製造企 業
で は 「全 くその通 り」 とい う回答 が0%,「大体 合 ってい る」が30.76%とい う
結果 が出た。一方,ド イツ製造企業 で は 「全 くその通 り」が46.15%,「大体 合
って い る」 が1538%とい う結果 が出 た。 この ドイ ツ企 業 の 回答割 合 の合 計














































































































































































































































































































ドイ ツ企 業の方が前 向 きな姿勢 を見せ てい る。
この リサ イクル について,2次 原材料 の発 生源 の認 識 とその移送先 を調査
す るため に設定 したのが設問14であ る。 この設問 に対 す る集計企業全体 の回
答結果 に よれ ば,自 社の生産過程 か ら生 ず る2次 原材 料 を次 の段階 に引 き渡
す とい う作業 は,主 に 「専門の処 理業者」 に よって行 われ る。 また,そ の生
産 過程 に通常 の原材料 の代 替品 として他者 か ら引渡 された2次 原材料 を投入
す る体制 を取 ってい る企業 は,廃 棄物 取引所 を情報交換 の場所(も しくは用
具)と して利用 してい る。 た だ,残 念 なが らこの設問 に対 す る有効 回答数 の
割合 はか な り少 ない。 これ とa日 独製造 業 に限定 した もの とを比較 した場合
は どうだ ろ うか(図 表7参 照)。
集計企業 全体 との比較 において,ま ず本設 問 に対す る有効 回答割合 の多 さ
が指摘 で きる。 これ は,製 造業 で は リサイ クル に対 して よ り積極 的な企業 が
多 い とい うこと示 してい る,と 言 えるだ ろう。 また,2次 原材料 の各発生 源
に関 して"現 時点で既 に認識 ・把握"し てい る とい う回答の状況 は,以 下 の
ような結果 とな った。「自社生産物 」を発生源 とす る とい う回答 は,日 本企業
で30.76%,ドイツ企 業で53.84%だった。「他社生産物 」は 日本企 業7.69%,ド
イツ企業46.15%である。「消費領域 」 は,日 本企業15.38%に対 して ドイツ企
業 は30.76%であ る。 これ らの結果か ら,2次 原材料 の発 生の認識 と把握,及
びその利用 に関 して も,ド イツ企業 の方が進 んでい るこ とがわか る。
また,同 設問 の 「発生 した2次 原 材料 が その後 リサイ クルのた めに どの よ
うな場 所 に送 られ るか」 という質 問 に対 して,日 独製造業 の場合 は次 の よ う
な結果 が出 た。ヂ特別 な回収 業者へ」とい う回答 は,日 本企業30.75%,ドイツ
企業53.84%であ る。 「生産 に使用す る企業 へ」は 日本企業0%,ド イツ企業46.
15%であ る。 「最終消費者 へ」 は 日本 企業0%,ド イ ツ企業38.46%であった。
この よ うに,2次 原材料 を リサ イ クルす る領域 に関 して も,ド イ ツの方が広
範囲 で実施 されてい る。
以上 の結果 を総合 す る とy日 独製造業 を比較 した場 合,ド イツの方が リサ
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イ クルに関 して全般 的 に進 んで いる ことがわか る。 この こ とについては,2
次原材料 を生産活 動等 に利 用す る段 階 にお いて,そ の実施が可能 な体制 の整
備 が どれだ けな されて いるか とい うこ とが,0つ の要 因 として挙 げ られ るだ
ろう。
5.管 理 と コ ン トロール の 用 具
企業 を と りま く周辺状況 は,刻 々 と変化 す る。 これ は「変化 し続 ける環境 」
とい う,危 険性 を持 つ要素 として企業 に認 識 され る。企業 は,常 に この問題
に直面 してい る と言 って よい。
環境 マネ ジメン トの役割 とは,ま ず第一 に,企 業が その環境保全 目標達成
の際 に,障 害要素 が及 ぼす悪 質 な影響 を認識 ・評価 す るこ とであ る。 その上
で,第 二 に,リ スク克服 の ための適切 な対策 を検討 ・開発 す る。 そ して第三
に,こ の よ うな作 業 を通 じて,市 場 の獲得 ・拡大可能性及 び製 品の潜在性 を
認識 す る とい う形で,企 業 の経営上 のチ ャンス を表現 す る。 これ ら全 てが,
環境 マ ネジメ ン トの役割 であ る。
企業 は,こ の環境マ ネ ジメ ン トも含 んだ環境 関連 の活動 を実施 す る ことに
よって,経営上 のチ ャンス を得 る一方で リスク も負 う。こういったチ ャンス・
リス クと環境関連活動 の長所 ・短所,こ れ らの体 系的 な分析 と評価 を可能 と
す る,会 計 的あ るい は数学 的な用 具が い くつか存在 して いる。図表8で は,
製造業 にお けるこれ らの用 具の利 用状況 を示 して いる。 この状 況 を示 した ア
ンケー ト結果 に関 して,以 下 に比較 ・分析 して い くこととしよ う。
付加価値段 階 にお ける環境 関連 の情報 を得 るた めの用具 として は,まず"チ
ェック リス ト"が 挙 げ られ る。集 計企業全体 の回答結果で は,回 答企業の38
%が 既 に これ を用いてい る。一方,日 独製造企業 に限定 したデータ集計で は,
日本企業 で は38%,ド イツ企業で は61%が 「既 に この用具 を用 いている」 と




利用用具 国 既に採用 採用計画中 未回答




投入 ・算出 日本 S1577
バ ラ ン ス法 ドイ ツ 38062
環境指向指数 日本 8884
ドイ ツ S1577
環境 に優 しさの 日本 15877
検査 ドイ ツ 46S46





i ドイ ツ 152461
1環境 日本 81577
ポ ー トフ ォ リオ ドイ ツ 831fit
その他 日本 D892
ドイ ツ 00goo
ているが,ド イツ製造業では全体及び日本製造企業 よりも,か な り割合が多
い。 また,こ の ドイツ製造企業の数値 は,C教 授の対 ドイツ企業アンケー ト
6)
結果 とほ とん ど同 じ数値 を示 してい る。 この結果 か ら,環 境 関連 の用具 とし
ての"チ ェック リス ト"は,多 くの ドイ ツ企業 において有効視 され てい る こ
とがわか る。
原材料及 びエネルギー投入 要素 と,生産 結果 に関 す る情報 は,"インプ ッ ト
とア ウ トプ ッ トのバ ラ ンス"で 把握 で きる。集計企業全体 で は,回 答企業 の
6)ち なみ に,C教 授の結果 は58%であった。 前掲 『産 業経理』p49。
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12%が現在既にこの手法 を用いている。 これと日独製造企業に限定 した回答
結果 とを比較 した場合,日本企業では8%,ドイツ企業では38%がこの用具を
用いている。 このように,ド イツ製造企業は日本製造企業及び全体 よりもこ
の用具を使用 している割合がかな り大 きい。
生産プロセスに影響 を及ぼす要素 をチェックするための"代 替分析"に 関
しては,集 計企業全体 の場合,14%の企業が 「既 に用いている」 と回答 した。
一方,製 造業においては,日 独双方共 に15%が「既 にこの用具を用いている」
と回答 している。いずれの区分で もほとん ど同じ割合を示 しているが,そ の
数値は決 して大 きな ものではない。 この ように,生 産プロセス との関連 を強
く持つ用具であるに も関わ らず,製 造業で もあまり用い られていない という
意外な結果 に終わった。
投資プロジェク トが環境面 に及ぼす影響を評価する際 には,評 価方法 とし
て"環 境適応試験"を 用いることができる。集計企業全体では,回 答企業の
20%が既 にこの技法を用いてお り,18%は採用を計画中であると回答 した。
これ と,日独製造企業に限定 した もの とを比較 した場合 はどうだろうか。 日
本企業では15%が既に用いてお り,8%が採用を計画中 と回答 した。ドイツ企
業では46%が既に用いてお り,8%が計画中である。このように,日本製造企
業はこの用具への関心が薄いようである。一方,ド イツ製造企業では,全 体
もしくは日本製造企業 と比較 して この用具への関心の高 さが見て取れる。C
教授は ドイツでこの技法が比較的広い範囲で普及 した理由 として,あ る特定
の企画の もたらす影響の認識 ・描写及び評価が,1990年か ら環境適応テス ト
(UVPG)に関する法律 によって規定 された ことを挙げている。このような企
業 を取 り巻 く環境の違いが,こ のアンケー ト結果の差異 として現れている。
以上のような用具の使用 も重要であるが,企 業が達成すべ き環境保全事項
を実現するためには,「適切な組織」も必要である。 この点 に関 してi企 業が
どのような組織を設置 しているかを調査するために設定 したのが設問7で あ
る。集計企業全体 では,「本社」という回答が回答企業の中で最 も多 く,こ れ
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に「法的に規制 された環境保全特別委員会」,そして「任意の環境保全委員会」
が続 いた。ちなみに,C教 授のアンケー ト結果で もこれ ら三つの回答が上位
3位を占めているが,こ のうち最 も多い回答を得たのは 「法的に規制 された
環境保全特別委員会」である。 これについては,ド イツにおけるこの種の委
員会に関する法律上の規定が存在するとい うことが,一 つの原因 として挙 げ
られる。 これ と,日独製造企業に限定 した もの とを比較 した場合はどうだろ
うか(図 表9参 照)。
日本製造企業 において,最 も多い回答 を得 たの は 「本社」の38.46%であ
り,こ れに 「参謀部門」の30.76%が続 く。一方 ドイツ製造企業では,「本社」
と 「企業委員会」が共 に53.84%で最 も多 く,こ れにC教 授のアンケー ト結果
では1位 だった 「法的に規制 された環境保全のための特別委員会」の38.46%
が続 いた。このように,製造業における環境保全の実行機関 としても,「本社」
がその中心的存在 として位置 しているのである。なお,ド イツ製造業 に関 し
て上記の法的な規定の存在 を考慮 した場合,「環境保全の特別委員会」を設 け
ていると回答 した企業が半数に満たなかったのは意外な結果 と言 える。
第2章 で述べたように,環 境保全が短期的な収益 に不利 な影響 を及ぼす と
考 えている企業は多い。 しか し,設 問8に 対す る集計企業全体の回答結果に
よると,企業の大部分 は環境保全関連の意思決定によって生ずる戦略的メ リ
ッ ト・デメリットを厳密に計算 したことがない。 この ことを考慮 したならば,
環境保全 と短期的収益 について上記のような関係が成立す る,と 断言するこ
とはできない。 この点 について,製 造業に限定 したデータと比較 した場合 は
どうだろうか(図 表10参照)。
「計算は行っていない」と回答 したのは,日本企業15.38%,ドイツ企業では
23.07%である。 この ように,計 算 を全 く行 っていない企業 は少 ない。ただ
し,「企業全体 として計算」 とい う回答 をこれに加 える と,日本企業69.22%,
ドイツ企業53.83%となる。つ まり,日独共に過半数の企業が厳密な計算 を行
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企業が投資を行 う際に,環 境保全対策 をどのように考慮 しているのだろう
か。設問10に対する集計企業全体の回答結果では,回 答企業の約3割 が,投
資に関する意思決定を行 う際に環境保全 を 「単 なる要請事項」 として考慮 し
ている,と 回答 した。その一方で,環 境保全に関する諸活動を 「数量化 して
把握(数量化部分+質 的面 も数量化)」している企業 も,3割 強にのぼってい
る。 これ らを比較 した場合,外 部の要請に応えるとい うレベルに留 まってい
る企業がかな り多い,と 言 うこともで きよう。だが,こ れらを合計すると6
割 を超 える。つ まり,過半数の企業がなん らかの形で環境保全 を考慮 した上
で,投 資 に関する意思決定を行 っているのである。 この ように捉 えたならば,
企業の環境保全措置は今や,企 業が経営上の意思決定 を行 う際のフレームワ




この ように,日 本製造企業 は全体 とほぼ同様の傾向をとっている。一方 ドイ
ツ製造企業では,全 体及び日本製造企業よりも,厳 密な計算 を行 っている企
業がかな り多いことがわかる。
環境保全に関する目標 を実現 し,か つその達成度を評価 するために,企 業
はどのような用具 を用いているのだろうか。 この点 に関する状況を調査する
ために設定 したのが,設 問11である。集計企業全体では,回 答企業の76%が
「法的規制の達成度検査」を用いている。つまり,多 くの回答企業は少な くと
も,強 制要因に対す る反応的な環境保全の履行 と管理 は行 っている,と いう
ことになる。この点 について製造業では,日本企業の7692%とドイツ企業の
69.23%がこの用具 を用いている(図表12参照)。このように,分i類区分を問わ
ず,多 くの企業が この用具 を用いているとい う結果が示 された。
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図表12=環 境 関連 目標 の 実 現(設 問11)
法 的規制 の適性 度検 査
環境活動予算
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「環境保全活動のための予算」を設定 している企業 は,集 計企業全体では共に
10%を切 っている。 これに関 しては製造業で も同様 の結果が出てお り,例 え
ば前者の用具 を既 に用いていると回答 したのは日本企業で0%,ドイツ企業で
も約8%にすぎない。後者の 「環境保全活動のための予算」にして も,日本企
業約15%,ドイツ企業約8%という結果が出ている。このように,こ れらの用
具を現時点で採用 している企業 は少ない。だが,こ れらの用具の使用は,企
業が環境 を破壊 してか らそれ を補償するのではな く,前 もって環境保全を計
画的に行お うとする姿勢の現れ と取 ることがで きる。今後の採用の増加が大
いに期待 される用具である。
これ らの方法 を用いる際に,環 境保全の実施のために費や された費用額の
データが入手可能な らば,非 常に有用である。 この費用は,「環境保全原価」
と呼ばれる。この原価は,「企業の環境保全のために消費 された物財の評価額」
として定義できる。すなわち,"企業活動 によって発生する環境への負荷"の
予防,減 少,再 利用,処 理のための対策費である。 この概念では,環 境保全
費が廃棄物処理,水 質保全,騒 音防止及 び大気保全別に並べ られてお り,ド
イツ統計局の用いる境界設定 より範囲が広い。環境保全原価 を考慮する際に
用い られる内部管理用具 としては,原 価計算が挙 げられ る。
環境保全 は企業の全ての分野に関与するため,そ の活動に伴い発生する費
用は,前 記の付加価値サイクルに応 じて分類 されている(図表4参 照)。この
結果,例 えば環境保全活動のために他者の発表 した特許 を用いた場合,そ こ
で発生 した費用 はその性質によって"使 用料"と して把握 されるということ
になる。 また,他 の法的な規制 により生 じたコス トも,原価種類 として把握
されている。 これらの原価 はs主 に発生原因別に分 けられる。 この ことはエ
ネルギー,水,廃 棄物処理及び排水処理等についても言 える。
この点 に関 して,製 造業における状況 はどうだろうか。 これを調べるため
に設定 したのが設問13である。しかし残念なが ら,「該当するコス トを分離把
握 しているか否か」 という設問に対 しては,設 定 された原価項 目のほぼ全 て
日独製造企業における環境保全21
に対 して,8割 以上の企業が未回答 という結果に終わった。 ところがその反
面で,同 じ原価項 目に対 して 「どのような形で賦課を行っているか」 という
設問に対 しては,約 半数の企業が回答 している。賦課 を行 う以上,な んらか
の形で これらの環境保全に関する原価 を把握 していると考 えるならばs日 独
共 に約半数の企業はこれ らの原価 を認識 ・把握 していると解釈できる。
その賦課に関 して,ド イツ製造企業では,設 定 された原価項 目のほとん ど
を 「発生単位別」に細か く賦課 している,と 回答 した企業が3割 弱に及んだ。
これに 「全体に対 して」賦課 を行 う,と いう回答 も加えれば,約5割 となる。
一方,日 本製造企業では,「発生単位別」と 「全体 に対 して」を併せる と,約
4割が賦課 を行 っていることになる。しか しその内訳を見た場合,「全体に対
して」が2～3割 を占め,「発生単位別」の細かい賦課 を行 っている企業 は全
ての原価項 目で1割 に満たない。
この ように,日 独共に回答企業の半数近 くが,環 境保全に関連する原価 を
なんらかの形で賦課 している。 またiそ の賦課 に関 しては,日 本 よりドイツ
の方が細かい対応 を行 っている企業が多い とい う結果が示された。
6.制裁 企業の環境政策 に影響 を及ぼす領域
前述の環境保全 に関する管理及びコン トロールの手法 は,そ れらによって
得 られた情報 をフィー ドバ ックループに投入 し,変 更の必要性 を示す ことに
よって,企 業の環境政策 を計画するプロセスに影響 を及ぼす。 この内部 フィ
ー ドバ ック可能性の他 に,企 業の外部 にも,企業の環境政策 に影響 を与 える
制裁 システムが存在する。例 えば,消 費者,国 家,競 合者,代 理人,公 衆,
債権者及び出資者 というような,異 なった要求団体がその例 として挙げられ
る。 このような影響要因が企業が行 う環境政策にどの程度影響を与えるかを,
「廃棄物処理」という一つの事例に絞って調査するために設定 したのが設問3
である。設問上設定 されている要因を考慮するか という質問 に対 し,「全 くそ
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の通 り」 もし くは 「だいたい その通 り」 とい う回答の合計値 で比較 を行 って
み る と,以 下 の ような結果が 出た。まず集計企 業全体 で は,「地 方廃棄物 処理
条例 の強化 」(66.6%)が最 も多 くの 回答 を得 た。 また,「法令 の強化 」(53.8
%)も3位 に入 ってい る。 これ は,国 家が法律 を作 る機関 として,現 行 の法
律 と規制 によって企業 に強 い影響 力 を及 ぼす ことを示 してい る。 ち なみ に2
位 は,「処理企業 また は処 理設備 の隆路」(56.4%)であった。
この点 につ いて,製 造業 に限定 した回答結果で は どうだ ろうか(図 表6参
照)。「全 くその通 り」 と 「だいた いその通 り」 とい う回答 の合計値 が多か っ
た項 目を上位 か ら挙 げ る と,日本 企業で は「地 方廃棄物 処理条例 の強化 」(69.2
%)と 「処 理企 業 ・処 理 設備 の 阻路」(61.5%)が1位,2位 を占 めた。一
方,ド イツ企業で は 「秩 序づ け られ た処理 の証 明 に関す る規 則」(6L5%)が
1位で,こ れ に 「地方廃棄物処 理条例 の強化」(46.1%)が続 く。 なお,「法令
の強化」に関 して は,日 本企業 が53.8%に達 したの に対 して,ド イ ツ企 業で は
15.4%とい う結果 に終わ った。
この結果 は,ド イツ企業 は外部 か らの強制要因 に対 して反応 が鈍 い とい う
ことを表 して いる,と 取 れな くもない。だが,他 の項 目全般 の傾 向か らすれ
ば,ド イツ企業 は 「環境保全対策 を考慮 ・実施 してい る」 と回答 す る企業 の
割合 が多 いので ある。 この こ とを考慮 した な らば,ド イツ企業 は外部 の強制
要因 に も対 応す るが,自 主 的な対応 を よ り重視す る とい う姿勢 を取 っている,
と解 釈で きるだ ろ う。
ま と め
本論文では,ア ンケー ト結果 を集計企業全体 と製造業,そ して製造業にお
ける日本企業 とドイツ企業,こ れ らをそれぞれ比較するという方法をとった。
この結果,以 下のような結論が得 られた。第一 に,環 境保全問題が企業及び
目標 システムへ与える影響である。 この点については,全 体 よ りも製造業の
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方が より強 く影響 を受けるということが示 された。 目標 システムについては,
製造業その中でもドイツ企業 において環境保全活動が良い影響 を及ぼす と見
ている傾向が強かった。 また,集 計企業全体では悪影響 を及ぼす という回答
が多かった 「利益獲得」 とい う目標に関 して も,製造業では良い影響が出る
という回答が多 く見 られた。 この結果は,製 造業では環境保全による長期的
な利益増大にまで意識 を向けている,と 解釈することができる。 もっとも,
製造業では環境保全が短期的利益にも大 きな影響 を与 える,と いう事実を示
している と捉 えることも可能である。
第二に,意 思決定領域 と環境指向である。企業がその意思決定の際に環境
局面 をどの程度考慮するかについては,以 下のような結論が得 られた。すな
わち,集 計企業全体では 「材料管理」及び 「コン トロー リング」を除 くすべ
ての領域で,「完全に」または 「広範囲にわたって」環境局面を考慮す ると回
答 した企業が過半数にのぼった。 これに対 して製造業では,日 独共に 「材料
管理」 を除 く全ての項目が半数を超 えた。 しか も,環境局面を考慮す るとい
う回答の割合 は,集 計企業全体 よりも大 きい という結果 となった。 このよう
に,製 造業では設定 された項 目の大部分 において,集 計企業全体 よりも環境
局面 を強 く指向するという状況が明 らかになった。なお,製 造業に限定 した
デ.___タ集計 において も,「材料管理」に対 して環境的な配慮をあまり払ってい
ない とい う,意外な結果 も得 られた。
第三に,環 境保全事項 の実施である。現在の一般的な傾向 として,環 境関
連の法 ・規則等の厳格化が進み,消 費者 も環境 に対する配慮を意識するよう
になってきている。 この ような流れの中で,製 品ライフサイクル全体 にわた
っての企業側の責任範囲が拡大 しつつある。それと共に,環境保全事項が徐々
に実現化 されている。 この点 について,集 計企業全体 よりも,製 造業の方が
積極的な姿勢 を示 している企業が多かった。 また,日 独製造業に限定 した集
計結果 を見てみると,こ の方面に関 して も,ド イツ企業の方がよ り進 んだ活
動 を展開 している企業の割合が多い,と いう状況が示された。
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第四に,管 理 とコン トロールである。環境関連の活動は,企 業経営上のチ
ャンスとリスクに影響 を与える。 この影響 について,体 系的な分析評価 を行
うための用具が存在する。 これ らの用具の使用度合いに関 して,集 計企業全
体では 「チェックリス ト」が最 も多 く,こ れに「環境融和 テス ト」「休止分析」
「代替分析」「環境原価計算」等が続いた。 これに対 して製造業では,「チェッ
クリス ト」 と 「環境融和テス ト」が1位 と2位 を占めるとい うことは全体 と
同様だが,3位 が同率で 「投入 ・産出バ ランス法」 と 「生産 ライン分析」 と
なっている。以下,「代替分析」「休止分析」 と 「環境原価計算」が続 く,と
いう結果 となった。 この結果は,非 製造業 を含 む全体的な傾向 と,製 造業に
限定 した集計結果の傾向の違いを反映 している。また,製 造業で日独 を比較
した場合,ほ とん どの項目において,ド イツ企業の方が用具の使用度合いが
大 きかった。特 に 「環境融和 テス ト」では,日 本企業の約3倍 の企業がこれ
を使用 しているが,こ れは ドイツにおいて1990年にその使用が法制化 された
ことがその一因 と考 えられる。なお,「チェックリス ト」に関 しては,日 本製
造業iド イツ製造業,製 造業全体,集 計企業全体 という全ての区分において
最多の使用度合いを示 しているが,そ の内容 は簡単なものか ら複雑 なもの ま
で多種多様である。 また,以 上に挙げた用具 は,コ ン トロール目的に対 して
使用 した後 に,そ こで得 られた情報 をフィー ドバ ックすることによってi計
画プロセスにも影響 を及 ぼしている。
第五に,企 業の周辺 に存在 し,企 業に対 して効力 を示す制裁システムであ
る。国家,消 費者,競 合者等の要求団体 の中で,集 計企業全体では地方 自治
体 と国家が,立 法及び法規制機関 として最 も影響力があることが確認 された。
この点 について,日 独製造業ではかなりの傾向の違いが見 られた。 日本企業
では,地 方自治体や国家が強い影響要因 として考慮 されているものの,こ の
他に 「処理企業 ・処理設備の隆路」 を重要な影響要因 と考 える企業の多 さが
目立った。 これは,日 本製造業の一つの特徴 として挙げられるだろう。一方
ドイツ企業では,「地方廃棄物処理条例の強化」や 「法令の強化」といった外
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的な強制要因に対 して,そ れを強 く意識 しない傾向が見 られ る。 この点から,
ドイツ企業の自主的な対応 を重視するという姿勢が窺える。
最後 に,ア ンケー ト全体 を通 じて製造業の方が,非 製造業 を含んだ集計企
業全体 よ りも,環境保全に対 して より積極的な姿勢 を取 っている傾向が確認
された。そして,製 造業における日独の比較においては,日 本企業 よりもド
イツ企業の方が環境保全に対 して意欲的に取 り組んでいる,と 回答す る企業
が多い という結果が得 られた。ただ し,注意 しておかねばならないのは,今
回アンケー ト対象 とした企業数が決 して多 くはない ということである。 また,
本音 と建前の一致 しない企業 も存在する,と いう批判 もある。 これ らの点か
ら,こ の結果 をもって製造業全般の状況を正確に示 した とは言い切れないが,
7)
一 つの傾 向 を示 し得 た もの と思 う。
7)本 稿 は,柳 田仁 と高 瀬 智 章 が デ ィス カ ッシ ョ ンを行 う こ とに よっ て作 成 した 。1か ら
3は 柳 田 が,4か ら ま とめ まで は高 瀬 が,そ れ ぞ れ担 当 した 。
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企業政策 と環境保全 に関 するア ンケー ト(在 ドイツ 日系企業)







非常に 強い 普通 弱い 全 く
強い ない
2:次の項目が貴社にどの程度当てはまりますか
完全に 大部分 あまり 全 く




























全 くそ だいたい そうとも 全 くそう








4:以下の項目はどの程度 まで貴社の処理 コス ト
に該当しますか
全 くそ だいたい合っ それ程で 全 く合っ








































































・単 な る要請 として
・質 的面 も数量化(例=原 価 ・効用分析)
・数量 化(例:収 支予測)
11:貴社 はどの ように環境関連 目標 を実現 へ と導
きますか
・法的規則の達成度検査
・環境活動予算(コ ス トセン ター概 念)
・環境保全 プロジ ェク トのRendite(プロ フ
ィツ トセンター概念)
・その他()
12=貴社 はエコロジー的な関連情報 獲得のため に,
次の どの用具 を採用 してい ますか
既 に採用
チ ェックリス ト(例=材 料 リス ト)
代替 分析
投 入 ・産 出バラ ンス法
環境 指向指数




エ コロジー を考慮 した ポー トフ ォー リオ
その他()
13=貴社にお いて次の原価種類 は どの程度把握 さ









































我が社の2次 原材料は以下の ものか ら生 じる













新聞 雑誌 テレビ ・ラジオ()
官庁パンフレット 組合パンフ
諸団体印刷物()セ ミナー ・会議














強い やや 普通 やや 弱い
強い 弱い
・市場 占有率
・売上 高
・利 益額
・付加価値
・企業存続
・人気度
・競争力
・消費者指向
・環境指向
・その他()
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